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【資料①】 信用金庫から寄せられた主な意見

○ これまで信用金庫では、金融検査マニュアルと実務の整合性を踏まえながら、合理性のある資産査定態勢
を構築してきた。金融検査マニュアル廃止を契機として、これまでの態勢が否定されるべきではない。

○ 信用金庫が、自らの顧客特性、リスク特性等を踏まえた資産査定、償却・引当上の工夫を行おうとしても、
金融検査マニュアルに基づく検査・監督や監査等で、そうした工夫が認められないことが多々ある。

○ とりわけ、「金融検査マニュアルで一般的とされている方法」以外は認められないことも多く、仮に認められ

た場合でも、それまでの説得に膨大な時間・手間がかかる。

資産査定全般に
関する主な意見

○ 現在の引当方法では、「好況期に引当が減少し、不況期に増加する」ようになっており、不況期に備え
た引当の計上という本来の機能を果たしていない。

○ 地域の経済情勢や産業構造の変化等の見通しを加味して引当を行いたい。また、より顧客の特性・状
況を考慮した引当を行いたい（①後継者がいない場合には厚めに引当を積む、②改善支援先において、
適切な支援方針・モニタリング管理・支援の実施状況等を加味する―等）。

個別項目
に関する
主な意見

○ 今後、金融検査マニュアルが廃止されたとしても、検査・監督などの運用上で、金融機関の工夫が尊重され
なければ意味がない。特に、検査・監督の担当官の個別の指導等により、現場が混乱することがあってはなら
ない。

引当

債務者
区分

その他

〇 「合実計画・実抜計画」によるランクアップの運用は形式的な負担が大きい割には実態に整合せず、よ
り現場実務を踏まえた簡便な計画、金融機関の支援状況等による運用が認められるべき。

〇 要管理先のキャッシュフローに基づく引当額の算定は、実施負担の大きいＤＣＦ法（ＣＦ見積法）が前
提とされているが、小規模事業者の実態を踏まえ、より簡便な方法で行うことが認められるべき。

○ 基準金利の実態などを踏まえると、現行の「要管理先」の定義は実態に合わない部分があるのではな
いか。また、判定の基準が要管理先だけ複雑になりすぎているのではないか。

○ 「破綻懸念先」といっても、本当に破綻が懸念される先もあれば、十分に事業が継続できている先もあ
る。こうした先を一概に一括りにすることは、実態にそぐわない場合もあるのではないか。
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【資料④】 債務者区分・信用格付ランク ・ ＳＤＢランクの関係

債務者区分 信用格付ランク ＳＤＢランク

正常先（10）

1
S1

2

3 S2

4 S3

5 S4

6 S5

7 ―

その他要注意先（20）
8 S6

9 S7

その他要注意先（20） ・要管理先（21） 10 S8

破綻懸念先（30） 11

S9 ・ S10実質破綻先（40） 12

破綻先（50） 13
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【資料⑤】 債務者区分による分類額

10 掛目30

不動産担保（時価）100預金担保・保証協会 信用 50

正 常

要注意・要管理

破綻懸念

実質破綻・破綻

一般貸倒引当金を計上

Ⅰ分類

Ⅰ分類 Ⅱ分類

Ⅰ分類 Ⅱ分類（担保価格）

Ⅲ分類

個別貸倒引当金※

※Ⅲ分類額全体に対し予想損失率分を引当て例.80×30%=24M
⇒引当てているだけなので（間接償却）、貸出金残高はそのまま。

Ⅰ分類 Ⅱ分類
Ⅲ分類 Ⅳ分類

個別貸倒引当金※※ 部分直接償却★or 個別貸倒引当金

※※Ⅲ分類額全体（100％）を引当て⇒但し、貸出金残高はそのまま。
★Ⅳ分類額は全額、部分直接償却する（又は100%引当て）。

☆予想損失率は、原則、債務者区分別に過去3算定期間の貸倒実績率の平均値 ： 貸倒れ＝破綻懸念以下に下位遷移
（正常・要注意の1算定期間は1年、要管理・破綻懸念の1算定期間は3年）
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正常先

その他要注意先

破綻懸念先

実質破綻先

破綻先

＜従 来＞ ＜ 具 体 的 な 対 応 方 法 例 ＞

①創業融資先、②その他要注意
先等だが信用格付が低い大口先、
③正常先の中でも景気変動の影
響を受けやすい大口先―など、ミド

ルリスク層等の適切な管理に「新
たな管理ゾーン」を活用できる。

また、地域特性別、業種別、下
請け構造別等を踏まえた適切な管
理にも活用できる。

破綻懸念先のうち、①事業キャッシュフ
ローが出ていて返済能力が認められる先、
②再生支援注力先―等のランクアップゾー
ンとして、「新たな管理ゾーン」を活用できる。
※ 合実計画の有無等の形式的な判断で
はなく、実態ベースでの判断を重視。

正常先

新
た
な
管
理
ゾ
ー
ンその他

要注意先

破綻懸念先

実質破綻先

破綻先

個
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金

一
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倒
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【資料⑥】 資産査定について考えられる具体的な対応方法

「新たな管理ゾーン」は、①一般貸倒引当
金を他の正常先・要注意先とは別建てで
計算すること、②個別性を持たせて引当
金を積むこと―等を柔軟に認める。
※ 引当手法にも、ＤＣＦ法ではなく、
簡便なＣＦ控除法等の活用も認める。

要管理先
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